

＜Ｑ１＞　ＳＦＣＧに対する返済は、継続しなければいけないでしょうか？


＜Ａ１＞　支払わない場合は「期限の利益」喪失（一括弁済）の危険性があります。


民事再生手続によって債務は影響を受けませんので、従前通り支払わなければなりません。ただし、利息制限法上の主張はこれまで通りにできます。グレーゾーンの高利、例えば「27％で５年間、返済を続けてきた」という人などは、利息制限法に引き直して計算すると、すでに過払いになっている場合も多くあります。債務が残っている方は、一度、民商に相談してください。


また、支払いの案内書が届かなくてもこれまでと同様の支払いを続ける必要があります。怠ると｢期限の利益｣の喪失を主張され一括弁済を迫られる可能性があります。








＜Ｑ２＞　アセットファイナンスから一括弁済を請求されているが、どうしたらいいでしょうか？


＜Ａ２＞　言いなりになって一括弁済に応じる必要はありません。債務者としてはこれまで通りの返済を主張することが大切です。








＜Ｑ３＞　ＳＦＣＧから強引な取立てを行うサービサーなどに債権が譲渡されるのではないかと不安です。譲渡させない方法はありますか？


＜Ａ３＞　債権譲渡への「承諾書」を出さないことが肝心です。


譲渡をさせない方法はありません。「SFCGから、昨年12月に日本振興銀行へ債権譲渡され、今年２月になって債権譲渡への承諾を求める文書が届けられた」という事例もでています。その場合、「承諾書」は出さないように注意する必要があります。提出すると「異議なき承諾」と見なされ、利息制限法の金利を超える部分について返還の請求ができなくなるおそれがあります。譲渡通知が到達した後の支払は、譲渡先（＝日本振興銀行）に変更してください。








＜Ｑ４＞　ＳＦＣＧが民事再生ではなく破産したら、債務者はどうなりますか？


＜Ａ４＞　ＳＦＣＧが破産しても支払い債務は残ります。長期分割求め交渉を。


債務者としては、有利になったり、不利になったりすることはありません。しかし、長期の分割に応じさせるなど交渉していくことが大事です。


この点、30兆円の緊急保証も創設されていますので、中小事業者としては高利から抜け出し、事業を再生するチャンスにしていく必要があります。緊急保証は、「商工ローン」などの債務があっても排除しないということになっています。低利の公的資金の活用については、ぜひ民商に相談してください。











裏面の「SFCG対策Ｑ&Ａ」もお読みください。





　いま、低利で安心できる公的融資を活用し、SFCGからの借り入れ分を借り換えて新たな資金を調達するなど、高利資金と手を切るチャンスです。


SFCGへの借入残高を公的融資で借り換える場合は、まず、利息制限法の金利に基づいて計算した過払い金利を借入残高から差引くことが大切です。


どうすればいいのかよくわからない場合は、一人で悩まず、民商に相談してください。民商では、信用保証協会が100％保証する緊急保証融資や政策金融公庫のセーフティーネット貸付の活用をすすめています。お気軽にご相談ください。





　与謝野馨金融相は2月24日の記者会見で、SFCGから融資を受けていた事業者が資金繰りで困らないよう、「政府系金融機関の貸し出し、あるいは政府の保証制度をぜひ利用していただきたい」と表明しました。





　世界的な金融危機の中で、中小業者に高利で事業資金を貸し付け、強引な回収を行ってきたSFCG（旧「商工ファンド」が経営破たんし、民事再生手続を申請。「債権を日本振興銀行に譲渡されている。これからの返済はどうなるのか」「資金繰りができなくなった」など、SFCGから融資や手形割引を受けていた事業者の間に不安が広がっています。また、民商には、「SFCGに過払い金利の返還を請求している。取り返せるでしょうか」といった相談も寄せられています。











